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全
庁
あ
げ
た
応
援
体
制
も
限
界
に

直
ち
に
人
員
増
を

（
１
面
よ
り
つ
づ
き
）

　

コ
ロ
ナ
対
応
で
は
、
限
ら
れ

た
職
員
数
の
も
と
、
全
庁
を
あ

げ
て
取
り
組
み
、
６
月
に
は
健

康
医
療
部
に
「
感
染
症
対
策

課
」
を
設
置
、
危
機
管
理
室
に

お
い
て
は
、
６
月
に
コ
ロ
ナ
対

策
「
専
任
ス
タ
ッ
フ
」
を
配
置

し
、
８
月
に
は
「
健
康
危
機
事

　

し
か
し
、
こ
う
し
た
状
況
の

も
と
、
11
月
18
日
に
発
出
さ
れ

た
「
令
和
３
年
度
人
員
体
制
の

編
成
に
つ
い
て
（
通
知
）」「
令

和
３
年
度
人
員
体
制
編
成
要
領

　

こ
れ
ま
で
強
行
に
押
し
進
め

ら
れ
て
き
た
「
ス
リ
ム
な
自
治

体
づ
く
り
」「
民
間
で
で
き
る

こ
と
は
民
間
で
」
と
い
う
「
行

政
改
革
」
を
あ
ら
た
め
、
エ
ッ

セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
（
※

２
）
を
は
じ
め
と
す
る
公
務
員

を
増
や
す
必
要
が
あ
る
と
の
考

え
方
は
広
が
っ
て
い
ま
す
。

　

大
阪
府
は
時
代
遅
れ
の
「
ス

リ
ム
化
」「
効
率
最
優
先
」
の

組
織
運
営
を
直
ち
に
あ
ら
た

め
、
職
員
定
数
増
に
よ
る
府
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
へ
と
シ
フ
ト

チ
ェ
ン
ジ
す
べ
き
と
き
で
す
。

同
時
に
、
こ
の
間
、
職
員
数
削

　

府
職
労
・
病
院
労
組
は
、
府

民
の
命
と
く
ら
し
を
守
る
た
め

に
、
過
重
労
働
対
策
の
強
化
、

安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る
職

場
づ
く
り
を
め
ざ
し
、
引
き
続

き
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。
そ

の
た
め
に
も
、
労
働
組
合
の
力

は
必
要
不
可
欠
で
す
。
労
働
組

象
対
策
チ
ー
ム
」
を
発
足
さ

せ
、
計
44
名
の
増
員
（
他
部
局

等
か
ら
の
異
動
）
を
実
施
（
８

月
末
時
点
）
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
部
局
横
断
的
に
の
べ

１
万
５
８
２
７
人
（
８
月
末
現

在
）
の
応
援
職
員
を
投
入
し
対

応
し
て
い
ま
す
。

（
別
紙
②
）」
は
、
大
阪
・
関

西
万
博
や
コ
ロ
ナ
拡
大
防
止
な

ど
の
緊
急
対
策
や
Ｄ
Ｘ
（
※

１
）
の
加
速
な
ど
の
新
た
な
潮

流
に
も
対
応
す
る
ポ
ス
ト
コ
ロ

減
・
抑
制
や
相
対
評
価
制
度
の

主
原
因
と
な
っ
て
い
る
「
職
員

基
本
条
例
」
を
抜
本
的
に
見
直

す
べ
き
と
き
で
す
。

合
に
加
入
し
ま
し
ょ
う
。

　2025年大阪・関西万博を見据え、新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止などウィズコロナにおけ
る緊急対策や、DXの加速などの新たな潮流にも
対応するポストコロナに向けた大阪の再生・成長
に取り組む府政の方向性を示した「府政運営の基
本方針2021（案）」を踏まえ、令和３年度の一般
行政部門における人員体制は、下記の要領により
編成するものとする。

記

１．組織の再構築
◦�府政の重要課題に適切に対応するとともに、効
率的かつ効果的な行政運営を図るため、必要な
組織体制の整備を行う。
◦�部局内の組織改正は、組織のスリム化に留意の
上、その必要性を精査し、府民にわかりやすい
編成とすること。

２．ポスト管理
◦�組織のスリム化と意思決定の迅速化を図るた
め、理事・副理事・参事については、真に必要
な職制のみを特命事項・配置期間を明確にした

上で配置する。
◦�各部局における新たな職制については、スクラ
ップアンドビルドを前提とし、令和２年度と比
較して減少させること。

３．職員数
◦�引き続き、民間との連携やICTの活用による業
務改革などを進め、事務事業の見直しや事務の
効率化等により組織のスリム化に努めることと
する。
◦�今回の編成作業にあたっては、自律的な部局運
営の推進などの観点から、削減目標の設定は行
わず、令和２年度定数の範囲内での人員配置を
基本とする。
◦�このため、特定の重要課題を除き、新たな人員
配置を必要とする行政需要等への対応について
は、各部局内でのスクラップアンドビルドによ
り対応すること。

４．部局長マネジメント等
◦�各部局長においては、職種の枠を超えた配置や
年度途中の柔軟な対応を見越したグループ編成

など戦略的な人員体制を構築することで、部局
内の人員の有効活用を図り、総人数の抑制に努
めること。
◦�複数部局にまたがる横断的課題については、
「課題解決型プロジェクトチーム」を活用する
とともに、人員体制については、部局間の役割
分担を明確にして、庁内で人員の重複配置とな
ることのないよう、あらかじめ関係部局で十分
に協議を行うこと。

５．働き方改革
◦�「コロナとの共存」を前提としつつ、働く者の
心身の健康確保、ワークライフバランス、女性
活躍の促進などの観点を踏まえ、長時間労働の
是正、柔軟な働き方への転換など「働き方改
革」の取組みを進めることとする。
◦�このため、業務遂行にあたっては、多様な働き
方を推進する観点から、育児や介護などの要件
をもった職員が柔軟な働き方を行うことができ
る職場環境の整備に努めるとともに、時間外勤
務の実態等に十分留意した取組みに努めるこ
と。

別紙②　令和３年度人員体制編成要領

※�

２　

エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ

ー
：
人
々
が
日
常
生
活
を
送
る
た

め
に
欠
か
せ
な
い
仕
事
を
担
い
、

コ
ロ
ナ
緊
急
事
態
下
に
お
い
て
も

ス
ト
ッ
プ
す
る
わ
け
に
は
い
か
な

い
仕
事
に
従
事
す
る
人
々
。
主
に

医
療
・
福
祉
、
農
業
、
小
売
・
販

売
、
通
信
、
公
共
交
通
機
関
な

ど
、
社
会
生
活
を
支
え
る
仕
事
を

し
て
い
る
方
々
の
こ
と
を
い
う
。

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
に
か
か
る
懲
戒
基
準
一
部
改
正

（
令
和
２
年
９
月
議
会（
後
半
）で
条
例
改
正
予
定
）

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
な
い

安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る

職
場
を
つ
く
ろ
う

　

11
月
12
日
、
大
阪
府
は
府
労

組
連
（
府
職
労
・
大
教
組
）
に

対
し
、「
懲
戒
処
分
の
基
準
の

一
部
改
正
に
つ
い
て
」
提
案
し

ま
し
た
。
府
職
労
は
「
ハ
ラ
ス

約
４
割
が
週
１
～
２
回

の
在
宅
勤
務
を
経
験

　

職
員
の
パ
ソ
コ
ン
保
有
状
況

等
で
は
、
パ
ソ
コ
ン
（
私
物
端

末
機
）
所
有
者
は
93
・
４
％
、

ネ
ッ
ト
環
境
は
97
・
５
％
が

「
あ
り
」
と
答
え
て
お
り
、
多

く
の
職
員
が
パ
ソ
コ
ン
（
私
物

端
末
機
）
を
用
い
て
在
宅
勤
務

７割を超える職員が在宅勤務（テレワーク）を実施済み

「資料が手元にない」「端末機に必要な機能がない」
「コミュニケーション困難」「電話代負担増」など課題も明らかに

で
き
る
環
境
に
あ
る
こ
と
が
わ

か
り
ま
す
。

　

し
か
し
、W

indows10

所
有

者
は
約
75
・
５
％
で
あ
り
、
約

４
分
の
１
の
職
員
が
「
緊
急
テ

レ
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
」
を
使
え

る
環
境
に
な
い
こ
と
も
明
ら
か

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

在
宅
勤
務
を
実
施
し
た
こ
と

が
あ
る
職
員
は
７
割
を
超
え
、

実
施
頻
度
は
「
週
１
～
２
回
」

が
38
・
５
％
、
次
い
で
「
月
１

～
２
回
」
が
30
・
３
％
と
な
り

（
グ
ラ
フ
①
）、
コ
ロ
ナ
対
策

と
し
て
の
実
施
を
契
機
に
大
幅

に
増
加
し
て
い
ま
す
。

業
務
内
容
は「
企
画
立
案
」

「
調
査
分
析
」が
中
心
に

　

実
施
業
務
は
「
企
画
立
案
」

「
調
査
分
析
」
が
多
く
な
る
一

方
、「
指
導
育
成
」「
対
外
折

衝
」「
広
報
・
広
聴
」
な
ど
は

少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
（
グ
ラ

フ
②
）。
テ
レ
ワ
ー
ク
（
在
宅

勤
務
）
を
実
施
す
る
こ
と
で
自

分
自
身
の
業
務
全
体
の
効
率
は

「
上
が
っ
た
」「
変
わ
ら
な

い
」
が
57
・
６
％
と
多
数
を
占

め
て
い
ま
す
が
、「
下
が
っ

た
」
と
回
答
し
た
職
員
も
41
・

９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
（
グ
ラ

フ
③
）。

　

課
題
と
し
て
は
「
必
要
な
資

料
が
手
元
に
な
い
」（
78
・
０

％
）
が
最
多
、
次
い
で
「
使
用

し
た
端
末
機
に
必
要
な
機
能
が

な
い
」（
47
・
８
％
）、「
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
困
難
」

（
41
・
７
％
）、「
電
話
代
の
負

担
」（
31
・
６
％
）
と
続
い
て

い
ま
す
。
周
囲
に
対
し
て
気
に

な
る
こ
と
は
「
出
勤
し
て
い
る

同
僚
職
員
に
共
有
業
務
の
負

担
」（
42
・
７
％
）
が
最
多
、

次
い
で
「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
手
間
」（
37
・
４
％
）
と

続
い
て
お
り
（
グ
ラ
フ
④
）、

多
く
の
課
題
が
明
ら
か
に
な
っ

て
い
ま
す
。

ハ
ー
ド
面
の
環
境
整
備

も
必
要

　

ハ
ー
ド
面
で
必
要
な
も
の
と

し
て
は
「
テ
レ
ワ
ー
ク
用
端
末

機
（
モ
バ
イ
ル
パ
ソ
コ
ン
）」

（
52
・
６
％
）「
職
員
端
末
機

の
持
ち
帰
り
」（
39
・
１
％
）

「
専
用
電
話
」（
31
・
３
％
）

「
ウ
ェ
ブ
カ
メ
ラ
」（
22
・
２

％
）
と
続
い
て
お
り
、
テ
レ
ワ

ー
ク
用
端
末
機
（
モ
バ
イ
ル
パ

ソ
コ
ン
）
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
ツ
ー
ル
の
整
備
が
必
要
に

●改正内容●
⑴�パワー・ハラスメントについての懲戒処分の基準について、人事院で定める国家公務員に対
する懲戒処分の指針に準じて以下のとおり条例別表に追加する。

⑷�大阪府迷惑防止条例の改正（平成29年４月）に伴い、条例別表に記載の「公共の乗物又は場
所において痴漢行為、盗撮等」についての懲戒処分の基準に、「不特定又は多数の者が出入
りし、又は利用するような場所又は乗物（教室やタクシー等）」での行為を追加する。

⑶�条例別表20項の規定を「職場における上司、部下等の関係に基づく影響力を用いること」に
より行った行為に限定する。

⑵�児童又は生徒の人権を侵害する発言等についての懲戒処分の基準について、体罰に関する懲
戒処分の基準に準じて以下のとおり条例別表に追加する。

非違行為 標準的な懲戒処分の種類
職務に関する優越的な関係を背景として行われる、業務上必要かつ
相当な範囲を超える言動であって、相手の人格若しくは尊厳又は勤
務環境を害することとなるもの（以下「過剰な叱責等」という。）
により、相手に著しい精神的又は身体的な苦痛を与えること。

戒告、減給又は停職

過剰な叱責等を行ったことについて指導、注意等を受けたにもかか
わらず、これを繰り返すこと。 減給又は停職

二十四の項のうち、相手を強度の精神的なストレスの重積による精
神疾患に罹患させること。 減給、停職又は免職

非違行為 標準的な懲戒処分の種類
職場における上司、部下等の関係に基づく影響力を用いることによ
り、強いて性的関係を結び、又はわいせつな行為をすること。 停職又は免職

非違行為 標準的な懲戒処分の種類
公共の場所若しくは乗物又は不特定多数若しくは多数の者が出入り
し、若しくは利用するような場所若しくは乗物において痴漢行為、
盗撮等をすること。

停職又は免職

「
ス
リ
ム
化
」「
ス
ク
ラ
ッ
プ

ア
ン
ド
ビ
ル
ド
」は
時
代
遅
れ

職
員
定
数
増
へ

シ
フ
ト
チ
ェ
ン
ジ
す
べ
き
と
き

こ
ん
な
と
き
だ
か
ら
こ
そ

労
働
組
合
に

　

コ
ロ
ナ
拡
大
に
よ
り
「
在
宅
勤
務
の
拡
充
」
が
提
案
さ

れ
、
各
職
場
で
の
取
り
組
み
が
急
速
に
進
め
ら
れ
る
も

と
、
府
職
労
で
は
６
月
17
日
～
７
月
10
日
に
ア
ン
ケ
ー
ト

を
実
施
し
ま
し
た
。
大
阪
府
も
７
月
17
日
～
31
日
に
一
般

職
員
の
う
ち
約
３
千
人
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施

（
回
答
数
１
９
７
５
名
（
回
答
率
65
・
８
％
）
し
、
10
月

に
結
果
概
要
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

※�

１　

Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）：
デ
ジ
タ

ル
技
術
に
よ
る
業
務
や
ビ
ジ
ネ
ス

の
変
革

ナ
に
向
け
た
大
阪
の
再
生
・
成

長
に
取
り
組
む
「
府
政
運
営
の

基
本
方
針
２
０
２
１
（
案
）」

を
踏
ま
え
る
と
し
な
が
ら
も
、

令
和
３
年
度
の
人
員
体
制
に
つ

い
て
は
、
従
来
ど
お
り
の
「
組

織
の
ス
リ
ム
化
」
や
「
ス
ク
ラ

ッ
プ
ア
ン
ド
ビ
ル
ド
」
を
強
調

し
「
令
和
２
年
度
定
数
の
範
囲

内
で
の
人
員
配
置
を
基
本
」

と
、
定
数
増
を
行
わ
な
い
考
え

を
示
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
方
針
は
、現
在
、長
期
化

す
る
長
時
間
過
密
労
働
を
強
い

ら
れ
て
い
る
職
員
を
放
置
す
る

も
の
で
あ
り
、
コ
ロ
ナ
禍
で
の

経
験
が
全
く
反
映
さ
れ
て
い
な

い
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

メ
ン
ト
防
止
対
策
や
相
談
体
制

の
強
化
等
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の

な
い
安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ

る
職
場
環
境
の
整
備
」
を
求

め
、
提
案
を
了
承
し
、
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
防
止
対
策
と
し
て
労
働

組
合
も
含
む
第
三
者
委
員
会
の

設
置
等
も
要
求
し
て
い
ま
す
。

な
っ
て
い
ま
す
。

　

実
施
場
所
に
つ
い
て
は
「
自

宅
の
み
で
よ
い
」
と
の
回
答
が

半
数
（
50
・
７
％
）
を
占
め
て

い
ま
す
が
「
要
介
護
者
の
自
宅

等
に
拡
大
」
が
35
・
９
％
と
な

っ
て
お
り
（
グ
ラ
フ
⑤
）、
働

き
方
改
革
の
点
か
ら
も
実
施
場

所
の
拡
充
も
望
ま
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
府
職
労
実
施
の
ア

ン
ケ
ー
ト
で
も
「
自
宅
で
子
育

て
し
な
が
ら
テ
レ
ワ
ー
ク
す
る

の
は
困
難
」
と
の
声
も
寄
せ
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
在
宅
勤
務
を
実
施
し

た
い
と
回
答
し
た
職
員
は
66
・

７
％
（「
思
う
」「
ど
ち
ら
か
と

い
え
ば
そ
う
思
う
」）
と
な

り
、
希
望
の
実
施
頻
度
は
週
１

～
２
回
が
60
・
１
％
と
最
も
多

く
、
次
い
で
月
１
～
２
回
程
度

（
28
・
７
％
）
と
な
っ
て
お
り

（
グ
ラ
フ
⑥
）、
在
宅
勤
務
の

実
施
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
は
高
ま

っ
て
い
ま
す
。

在
宅
勤
務
で
き
な
い

実
態
も
明
ら
か
に

　

一
方
で
、
在
宅
勤
務
を
実
施

し
な
い
理
由
と
し
て
「
業
務
内

容
や
性
質
」（
72
・
９
％
）、

「
職
場
に
支
障
が
生
じ
る
」

（
27
・
８
％
）「
業
務
内
容
や

性
質
」
の
内
訳
と
し
て
は
「
個

人
情
報
を
扱
う
」（
64
・
５

％
）、「
窓
口
業
務
等
」（
44
．

週に３～４回程度
5.1％

数か月に
１～２回
13.6％

１回のみ
12.2％

回答なし 0.1％

週に１～２回
程度
38.5％月に１～２回

程度
30.3％

グラフ①　実施頻度
企画立案
調査分析

予算、経理、契約
庶務、給与

法規、審査、検査
人事労務
指導育成
対外折衝
広報・広聴
財産管理

議会
許認可
その他

グラフ②　実施した業務（複数回答可）
42.6%

25.0%
11.2%

7.7%
7.4%

5.5%
5.5%
4.4%
3.9%
2.5%
2.1%
1.7%

30.0%

下がった
41.9％

回答無し
0.5％

上がった
15.3％

変わらない
42.3％

グラフ③　業務効率について

同僚職員に共有業務の負担

コミュニケーションの手間

資料を送付してもらうなどの負担

自分だけ取り残された
気持ちになる

申し出づらい雰囲気

特になし

その他

グラフ④　周囲に対して気になること（複数回答可）

42.7%

37.4%

35.5%

31.5%

18.1%

16.5%

5.0%

その他
11.8％

回答無し
1.6％

これまで通り
自宅のみ
50.7％

要介護者の
自宅等に拡大
35.9％

グラフ⑤　実施場所について
そう思わない
10.3％

回答無し
0.4％

思う、
どちらかと
いえば

そう思うの合計
66.7％

どちらかといえば
そう思わない
22.6％

グラフ⑥　今後も実施したいか

週に３～４回程度
8.3％数か月に

１～２回
2.4％

回答無し 0.5％

週に１～２回
程度
60.1％

月に１～２回
程度
28.7％

実施頻度希望

業務内容や性質

職場に支障が生じる

効率が落ちる
（気がする）

その他

グラフ⑦　実施しなかった理由（複数回答可） 業務内容や性質の内訳（複数回答可）

職場に支障の内訳（複数回答可）

72.9%

27.8%

7.0%

22.7%

個人情報を扱う

窓口業務等

固有のシステム等

大量の紙資料が必要

入札契約事務等

その他

64.5%

44.8%

32.0%

14.8%

7.0%

18.6%

即時対応が必要等業務が繁忙

同時に複数が実施すると業務に支障が生じる

負担に偏りが生じる不公平感

その他

71.8%

44.3%

37.4%

10.7%

通勤による体の負担軽減

新型コロナ対応等の
緊急事態や、災害時の対応

仕事と育児・介護とWLB

仕事と家事・子の学校行事
・地域活動等とのWLB

出張時の移動時間の軽減
（時間の効率化）

仕事への集中

その他

特になし

グラフ⑧　在宅勤務の効果

83.9%

61.3%

26.3%

42.4%

33.4%

33.3%

3.8%

2.6%

忙
」（
71
・
８
％
）、「
同
時
に

複
数
の
職
員
が
実
施
す
る
と
職

場
に
お
け
る
業
務
に
支
障
が
生

じ
る
」（
44
・
３
％
）、「
共
有

業
務
の
負
担
に
偏
り
が
生
じ
る

不
公
平
感
」（
37
・
４
％
）
な

ど
が
あ
げ
ら
れ
て
お
り
、
業
務

内
容
に
応
じ
た
対
応
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
（
グ
ラ
フ
⑦
）。

　

在
宅
勤
務
の
必
要
性
・
効
果

と
し
て
は
「
通
勤
に
よ
る
体
の

負
担
軽
減
」
が
最
も
多
く
（
83

・
９
％
）、
次
い
で
「
災
害
等

出
勤
で
き
な
い
場
合
の
対
応
」

（
61
・
３
％
）、「
仕
事
と
育
児

・
介
護
と
の
両
立
」（
42
・
４

％
）、「
仕
事
と
家
事
・
子
の
学

校
行
事
・
地
域
活
動
等
と
の
両

立
」（
33
・
４
％
）
と
続
い
て

い
ま
す
（
グ
ラ
フ
⑧
）。

　

府
職
労
は
今
回
の
ア
ン
ケ
ー

ト
結
果
も
踏
ま
え
つ
つ
、
職
場

か
ら
の
要
求
を
集
約
し
、
職
員

の
過
重
労
働
の
解
消
、
子
育
て

や
介
護
と
の
両
立
を
は
じ
め
と

す
る
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス

な
ど
、
真
の
働
き
方
改
革
に
つ

な
が
る
制
度
の
実
現
を
め
ざ
し

ま
す
。

８
％
）、「
固
有

の
シ
ス
テ
ム
を

用
い
る
」（
32

・
０
％
）
な
ど

が
あ
げ
ら
れ
て

い
ま
す
。「
職

場
に
支
障
が
生

じ
る
」
の
内
訳

と
し
て
は
「
即

時
対
応
が
必
要

等
で
職
場
に
お

け
る
業
務
が
繁

組合加入は　
こちらから⬇


